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内閣府本府政策評価有識者懇談会議事録（第24回） 

 

 

日 時：平成28年３月29日（火）12:59～14:34 

場 所：中央合同庁舎第８号館429会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 題 

  １．平成27年度内閣府本府政策評価実施計画（改定案）について 

  ２．平成28年度内閣府本府政策評価実施計画（案）について 

  ３．第５次内閣府本府政策評価基本計画（改定案）について 

  ４．平成26年度内閣府本府政策評価（事後評価）（案）等について 

  ５．今後の予定等 

 

３．閉 会 

 

○山谷座長 それでは、ただいまから「内閣府本府政策評価有識者懇談会」の第24回会合

を開催いたします。 

 皆様には御多忙中のところ御足労いただき、ありがとうございます。 

 本日、田中先生は、所用により欠席でございます。 

 本日の懇談会は、前回の懇談会と同様、公開にて行います。 

 まず、福井内閣府大臣官房政策評価審議官から、御挨拶をお願いいたします。 

○福井審議官 皆さん、本日は年度末のお忙しい中お集まりいただきまして、ありがとう

ございます。 

 本日は、平成27年度内閣府本府政策評価実施計画の改定案から始まりまして、また、て

んこ盛りでいろいろなことをお願いしております。内閣府の施策は多岐にわたっておりま

す。しかも、それぞれの施策の特性がいろいろあるというのが特徴でございます。これら

の特性に応じた形で評価が可能となるようにということで、私どもは政策評価の体系と方

法について少し見直しを行っております。 

 それから、前回の懇談会の席だったと思いますが、いろいろ御意見をいただきましたの

で、これも踏まえさせていただいて、それから、先月になりますが、総務省の政策評価審

議会のほうで目標管理型の政策評価の改善方策が報告されておりますので、これらも踏ま

えまして、いろいろな工夫をしておりますので、ごらんいただければと思っております。 

 例えばという例示で恐縮ですが、栄典事務につきましては目標管理型の政策評価の対象
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外とするというのとか、あるいは政府調達苦情処理につきましては、実績値に変化が出た

ときに評価するという形にしてはどうかといったようなアイデアにしております。 

 それから、内閣官房・内閣府の業務の見直しがございましたので、他省庁へ移管する施

策については前倒しで評価するということにしております。 

 加えまして、事前分析表の様式に参考指標を追加するといったことで、施策の進展状況

をわかりやすく示していこうということにもしております。 

 どうか先生方、忌憚のない御意見をいただきまして、政策評価の向上に御協力いただけ

ればと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○山谷座長 ありがとうございます。 

 本日の主な議題は 

１．平成27年度内閣府本府政策評価実施計画（改定案）について 

２．平成28年度内閣府本府政策評価実施計画（案）について 

３．第５次内閣府本府政策評価基本計画（改定案）について 

４．平成26年度内閣府本府政策評価（事後評価）（案）等について 

５．今後の予定等 

の５点です。 

 それでは、事務局から本日の資料についての御説明をお願いいたします。 

○中山課長補佐 お手元の資料の御確認をお願いします。 

 議事次第に資料一覧がございますが、資料１から資料６まで。それから、参考資料がご

ざいます。不足などがございましたら、事務局までお知らせいただければと思います。 

 以上です。 

○山谷座長 それでは、議題に入ります。 

 議題１から３まで、事務局から御説明をお願いいたします。 

○中山課長補佐 それでは、議題１から３について、まとめて説明をさせていただきます。  

 まず、資料１をごらんください。本日、議題となっております27年度と28年度の実施計

画に含まれる政策評価体系について、見直した点がわかるよう、対照関係を整理しており

ます。平成27年度実施計画の現行体系が一番左の列、改定案が真ん中の列、その中間の余

白の部分に「移動」等と記載しておりますが、そちらが変更の箇所となります。 

 続きまして、「平成27年度内閣府本府政策評価実施計画（改定案）について」を御説明

いたします。資料２－１及び資料２－２をごらんください。 

 資料２－１に改定案のポイントをまとめておりますが、改定内容は大きく３点ございま

す。１つ目として、移管施策に係る前倒し評価を行うことといたしました。２つ目として、

政策評価体系の見直しを行っております。３つ目としまして、政策評価の手法等の見直し

を行っております。 

 まず、主な改定内容の１つ目となりますが、内閣官房及び内閣府の業務の見直しにより、

28年度から他省等に移管する４つの施策に関しまして、評価実施時期を前倒しし、27年度
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中に評価書を作成することといたしました。本日配付しております資料５－２の中に、そ

ちらの評価書の案が含まれております。 

 具体的な施策としましては、新しい番号で、政策３－施策⑥「競争の導入による公共サ

ービスの改革の推進（公共サービス改革基本方針含む）」、政策13－施策③「食育の総合

的推進」、政策13－施策⑧「犯罪被害者等施策の総合的推進」、政策13－施策⑨「自殺対

策の総合的推進」の４つとなります。 

 次に、主な改定内容の２つ目の政策評価体系の見直しについて。 

 まず、組織改編に伴って政策の記載箇所を移動したものが１施策ありまして「化学兵器

禁止条約に基づく遺棄化学兵器の撤廃処理」。こちらは現行の実施計画では政策３でござ

いましたが、政策８に移動をしております。こちらは当該施策を担当する遺棄化学兵器処

理担当室が、現行の実施計画策定時点では大臣官房に置かれておりましたが、内閣官房及

び内閣府の業務の見直しによる事務の移管に伴い、昨年４月から政策統括官（科学技術・

イノベーション担当）が担う職務とされたことから、「科学技術・イノベーション政策の

推進」の次に記載箇所を移動いたしました。 

 続きまして、補正予算の成立に伴う施策の追加が２施策ございます。政策３－施策④「サ

ービス業の生産性向上の推進」、政策４－施策⑩「地方版総合戦略に基づく取組の推進」

です。 

 続きまして、体系見直しの３つ目といたしまして、１つの政策と５つの施策について、

表記の適正化のため、名称の修正を行っております。 

 具体的には、政策３－施策⑧「担い手の育成を通じた復興・被災者支援の推進」。 

 それから、これは政策名なのですけれども、政策４の「地方創生の推進」。こちらは「地

域活性化の推進」でしたけれども、今回「地方創生の推進」という形に直しております。 

 その地方創生の政策４の中で、施策⑧「地方創生リーダー人材の育成・普及の推進」、  

その次の施策⑨「地方創生に関する知的基盤の整備」、政策20－施策②「子ども・子育て

家庭の生活安定化等の推進」、その下の③の「特定教育・保育施設等利用の推進」、これ

らについて名称の変更を行っております。 

 続きまして、体系見直しの４つ目といたしまして、従前は24政策、88施策と少し細分化

し過ぎており、施策というよりも事務事業の評価に近くなっているものがあったことから、

施策のPDCAサイクルを回すのにより適切な単位となるよう、施策の統合等を行っておりま

す。 

 具体的には、前の番号で政策４「経済財政政策の推進」の中なのですけれども、⑧から

⑩の３つの施策を、新しい番号で政策３－施策⑨「内外の経済動向の分析」として統合い

たしました。 

 そのほかにも、地方創生の関係ですけれども、地域再生の関係の３つの施策をまとめた

こと。あとは、補正予算で措置されました地方創生加速化交付金というものがございまし

て、そちらと、古い番号で政策５－施策⑪「地域住民生活等緊急支援交付金の配分計画の
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策定等」を、交付金ということでまとめて評価することといたしました。 

 続きまして、前の番号ですと政策９の施策①と②、これは宇宙関係の施策なのですけれ

ども、新しい番号では政策９－施策①「宇宙開発利用の推進」として統合するとともに、

こちらについては実績評価方式だったのですけれども、今回、総合評価方式で評価するこ

とといたしました。 

 また、政策12の「沖縄政策の推進」につきましては、これまで総合評価に移行するとと

もに、中の３つの施策については実績評価方式もあわせて実施しておりましたが、こちら

については総合評価方式で統一することといたしました。 

 次に、政策13「共生社会実現のための施策の推進」に含まれる施策で、基本計画や大綱

の総合的推進と広報啓発、調査研究を別々に評価していたものについては、まとめて評価

することといたしました。 

 具体的には、施策①「子ども・若者育成支援の総合的推進」、施策③「食育の総合的推

進」、施策④「高齢社会対策の総合的推進」、施策⑥「障害者施策の総合的推進」、施策

⑦「交通安全対策の総合的推進」、施策⑧「犯罪被害者等施策の総合的推進」、施策⑨「自

殺対策の総合的推進」、施策⑩「子どもの貧困対策の総合的推進」です。 

 続きまして、体系見直しの５つ目としまして、政策評価の対象に係る見直しに伴って政

策の削除を行ったものがございまして、先ほど少し御紹介がありましたけれども、現行の

体系で政策14の「栄典事務の適切な遂行」については、昨年夏の懇談会の際に御指摘いた

だいたこと及び、本日、参考資料４として配付しておりますが、先月、総務省の政策評価

審議会に報告されました目標管理型の政策評価の改善方策においても、評価の対象とする

か見直しを検討する余地があると指摘されたことを受けまして、体系から削除することと

いたしました。 

 続きまして、今回の実施計画の主な改定内容の３つ目となりますが、実施計画の中の別

紙２に当たります事前分析表に関するものになります。こちらについても、目標管理型の

政策評価の改善方策において、モニタリングのさらなる活用等が提言されていることも踏

まえまして、評価を実施する周期の見直しや、参考指標の導入等を行っております。 

 具体的には、基本計画期間内に一度評価を行う重点化を新たに導入した施策が８つあり

ます。まず、政策３－施策④「サービス業の生産性向上の推進」については、今年度の補

正で予算措置されたものの、繰り越しをして、実質的には 28年度に実施することとなるこ

とから、平成29年に評価を行うこととしています。 

 次に、政策３－施策⑨「内外の経済動向の分析」、政策 17－施策①「経済社会活動の総

合的研究」及び政策22－施策①「科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡」につきま

しては、今基本計画においては平成26年度の評価を実施したことから、次回は30年に評価

を実施することとしております。 

 次に、政策４－施策⑥「「環境未来都市」構想の推進」については、計画年度が平成28

年度までとなっていることから、29年に評価を行うこととしています。 
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 続きまして、政策４－施策⑦「都市再生安全確保計画の策定の促進」については、測定

指標の目標年度に合わせて31年に評価を行うこととしています。 

 次に、政策６－施策①「「地域経済活性化支援機構法」に基づく地域経済活性化事業等

の推進」については、29年度に法律の施行状況について検討を行うこととなっていること

から、30年に評価を行うこととしています。 

 次に、政策19－施策①「北方領土問題解決促進のための施策の推進」については、測定

指標の目標年度に鑑み、31年に評価を行うこととしています。 

 このほか、目標管理型の政策評価の改善方策を踏まえまして、基本的にモニタリングの

みを行っていくこととしたのが６施策あります。 

 まず、政策３－施策①「政府調達に係る苦情処理とその周知・広報」については、目標

管理型の政策評価の改善方策についても事例として取り上げられておりますが、測定指標

の１つ目の「紛争当事者が裁判所に提訴したもののうち、委員会の判断の趣旨と異なる判

断が下された件数」が、目標値及び実績値が常にゼロ件で安定して推移していることから、

目標が達成できなかったときに評価を行うことにしています。 

 また、政策２－施策③「世論の調査」につきましては、測定指標を世論調査結果の引用

件数としておりますが、その目標値から、実質的には引用される割合が 100％と同義と考え

られること、及び、実績値についても安定的に100％を達していることから、目標管理型の

政策評価の改善方策を踏まえ、目標が達成できなかったときに評価を行うこととしていま

す。 

 このほかに、政策８－施策①「化学兵器禁止条約に基づく遺棄化学兵器の廃棄処理」、

政策11－施策②「原子力被災者生活支援の推進」、政策17－施策②「国民経済計算」、政

策21－施策①「国際平和協力業務等の推進」につきましても、測定指標の目標値及び実績

値が安定的に推移していることから、目標が達成できなかったときに評価を行うこととし

ております。 

 また、参考指標を導入したのが合計で27施策ございます。ちなみに、この参考指標につ

きましては、達成すべき水準を示す測定指標としては適さない。けれども、施策の実施状

況をあらわすアウトプット指標ですとか、施策を取り巻く経済社会情勢等を把握する際に

有益と考えられる指標というところを参考指標として設定しております。 

 具体的な施策としては、政策３－施策⑤「民間資金等活用事業の推進（PFI基本方針含む）」

というものなのですけれども、平成27年度の事前分析表で申し上げますと、測定指標とし

ては、PFI事業件数と地方公共団体へのPFI専門家派遣件数ということで、こちらについて

はそれぞれ目標値を設定するとともに、PFIの事業費については参考指標という形で設定を

しております。 

 このほかに参考指標を設定しているのが26施策ございますが、全てを紹介すると時間が

かかりますので、どれがということだけ、今、読み上げさせていただきます。上からいき

ますと、政策３－施策①「政府調達に係る苦情処理とその周知・広報」、政策３－施策④



6 

 

「サービス業の生産性向上の推進」、先ほど申し上げました政策３－施策⑤「民間資金等

活用事業の推進（PFI基本方針含む）」、政策３－施策⑥「競争の導入による公共サービス

の改革の推進（公共サービス改革基本方針含む）」、政策３－施策⑨「内外の経済動向の

分析」、政策４－施策②「中心市街地活性化基本計画の認定」、政策４－施策⑤「総合特

区の推進」、政策４－施策⑥「「環境未来都市」構想の推進」、政策４－施策⑦「都市再

生安全確保計画の策定の促進」、政策４－施策⑩「地方版総合戦略に基づく取組の推進」、

政策６－施策①「「地域経済活性化支援機構法」に基づく地域経済活性化事業等の推進」、

政策７－施策①「原子力の研究、開発及び利用に係る政策の検討・情報発信等」、政策10

－施策②「国際防災協力の推進」、政策10－施策③「災害復旧・復興に関する施策の推進」、

政策10－施策⑤「防災行政の総合的推進」、政策11－施策①「原子力災害対策の充実・強

化」、政策11－施策②「原子力被災者生活支援の推進」、政策13－施策⑤「バリアフリー・

ユニバーサルデザイン推進に関する広報啓発、調査研究等」、政策13－施策⑦「交通安全

対策の総合的推進」、政策13－施策⑨「自殺対策の総合的推進」、政策14－施策③「国際

交流・国際協力の促進」、政策14－施策⑦「東日本大震災による女性の悩み・暴力に関す

る相談事業」、政策17－施策①「経済社会活動の総合的研究」、政策19－施策①「北方領

土問題解決促進のための施策の推進」、政策 21－施策①「国際平和協力業務等の推進」、

政策22－施策①「科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡」、政策23－施策①「民間

人材登用等の推進」です。 

 また、実施計画を策定した当初は測定指標が未設定だったものについて設定を行ったも

のが３施策ございます。 

 具体的には、政策３－施策⑥「競争の導入による公共サービスの改革の推進」、政策13

－施策⑨「自殺対策の総合的推進」、政策14－施策①「男女共同参画に関する普及・啓発」

であり、評価の実施時期を前倒ししたために、新たに27年度の測定指標と目標値を設定し

ております。 

 なお、参考指標を導入することに伴いまして、事前分析表だけでなく、実施計画の別紙

３として含まれております評価書の様式にも参考指標の欄を追加しております。 

 最後に、評価手法等の見直しの一環として、評価方式の見直しを行ったものが５つござ

います。 

 目標管理型から総合評価方式に移行したものとして、政策３－施策②「対日直接投資の

推進」、政策９－施策①「宇宙開発利用の推進」、政策20－施策③「特定教育・保育施設

等利用の推進」、政策20－施策④「地域における子ども・子育て支援対策の推進」の４施

策。それから、総合評価方式を予定しておりましたが、目標管理型に移行したものとして、

政策13－施策⑨「自殺対策の総合的推進」がございます。 

 続きまして、「平成28年度内閣府本府政策評価実施計画（案）について」を御説明いた

します。資料３－１と資料３－２をごらんください。 

 資料３－１に、平成27年度実施計画（改定案）からの見直しのポイントをまとめており
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ます。１点目の政策評価体系の見直しについては、資料１にも対照関係をまとめておりま

すが、真ん中の列が27年度実施計画（改定案）の体系で、その右側の列が28年度実施計画

の体系の一覧となっております。 

 まず、移管に伴う施策の削除が４施策あり、政策３－施策⑥「競争の導入による公共サ

ービスの改革の推進」、政策13－施策③「食育の総合的推進」、政策13－施策⑧「犯罪被

害者等施策の総合的推進」、政策13－施策⑨「自殺対策の総合的推進」です。 

 次に、施策の名称の変更を行っておりまして、政策３－施策⑦「『絆力（きずなりょく）』

を活かした被災者支援の推進」、政策10－施策①「原子力防災対策の充実・強化」の２施

策です。 

 続きまして、内閣官房及び内閣府の業務の見直しによる事務の移管に伴い組織改編が行

われるため、政策の記載箇所を移動したものがございます。 

 １つ目は、政策４「地方創生の推進」については、新しい組織ができることもありまし

て、順番を入れかえております。 

 また「宇宙開発利用の推進」に関しましても、27年度の改定では政策９だったのが、政

策18に移動しております。 

 それから、こちらは男女共同参画に関する施策に関してなのですけれども、新たな基本

計画が昨年末に策定されたことから、評価の単位等を見直ししまして、前の27年度の番号

で政策14の施策①から施策⑤をまとめまして、新しい番号で政策13、施策①「男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進」として統合いたしまして、

総合評価方式で評価することといたしました。 

 次に、28年度の見直しの２つ目といたしまして、平成28年度に事後評価を実施する予定

の租税特別措置等を２件記載しております。どちらも認定NPOに対する寄附金に関する特例

措置となります。 

 続きまして、主な見直しの３つ目になりますが、実施計画の別紙２の事前分析表に関す

るものです。 

 具体的には、基本計画期間内に一度評価を行うという重点化を新たに導入した施策が１

つございまして、政策12－施策②「青少年インターネット環境整備の総合的推進」につい

ては、３年ごとの計画の見直しに合わせて、30年に評価を行うこととしています。 

 このほか、目標管理型の政策評価の改善方策を踏まえまして、基本的にモニタリングの

み行っていくこととしておりますのが、政策３－施策③「道州制特区の推進」について、

こちらは27年度までが基本方針の計画期間だったのですけれども、そちらが延長されたと

いうことで測定指標を見直しまして、その見直した後の測定指標については、目標値及び

実績値について安定的に推移することが想定されることから、28年度以降は目標が達成で

きなかったときに評価を行うこととしています。 

 また、参考指標を導入したのが２施策ございまして、具体的には政策３－施策⑦「絆力

（きずなりょく）を活かした被災者支援の推進」、政策16－施策①「公益法人制度の運営
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と認定・監督等の実施」です。 

 以上の見直しを行った施策も含めて一覧としてまとめたものが、資料３－３になります。

平成28年度は、23の政策、63施策となり、このうち実績評価方式によるものは48施策、う

ちモニタリングを活用しているものは21施策となっております。また、総合評価方式によ

るものは15施策となっております。 

 続きまして、「第５次内閣府本府政策評価基本計画（改定案）について」を御説明いた

します。こちらは資料４をごらんください。 

 基本計画は、本文には変更はございません。別表の政策評価体系が、現在は現行の平成

27年度実施計画の政策評価体系に合わせておりますが、これを平成28年度実施計画の政策

評価体系にリバイスするものです。 

 長くなりましたが、説明は以上となります。 

○山谷座長 ありがとうございます。 

 資料が込み入っていてフォローが難しかったですけれども、御質問とか御意見があれば、

どうぞお願いいたします。 

 私のほうから、できれば資料についてのお願いなのですけれども、資料２－１みたいな

ところにいろいろ、例えば「評価実施時期を前倒しして27年度内に評価を実施（４施策）」

とか、政策の番号でもつけていただくと、後からわかりやすかったかなと。ほかも一緒な

のですけれども、どうもひっくり返したりするときに、あれ、どれだったかなというのが

出てきますので、それがあればわかりやすかったかと思います。 

 それから、もう一点、前に資料を送ってもらったときにあったのですけれども、内閣府

全体の政策があって、どれが事前分析に回っているのか、それから、どれが事後評価の対

象になっているのか。それから、目標管理でやるのか、総合評価になるのかと、概念図を

１枚紙でつくっていただくと頭の中ですっきりするかなと思うのです。担当の方は御存じ

だとは思うのですけれども、やはりインターネットとかホームページで公表されるときに、

一般の国民の方々に見てもらうときに、大体こんな感じになっていますよというものがあ

れば、すごくわかりがいいのだろうと思うのですけれども、字でこう書かれていると、ち

ょっとぴんとこないなというところがありますので、お願いいたします。 

○中山課長補佐 今の点で、資料３－３として今回配らせていただいておりますのが、28

年度の実施施策に関してまとめさせていただいているのですが、このようなイメージでも

よろしいでしょうか。このA3の紙１枚なのですけれども。 

○山谷座長 そうですね。だから、これをポンチ絵みたいな感じで図にしたほうが。字で

並ぶと余りぴんとこないので、一目でこのような評価をやっていますよというのがぽっと

わかるような、それがあるといいのかなと思うのです。 

 多分、一般の人たちは、実績評価がどうのこうのとかいうよりも、どんな種類の評価が

行われているとか、事前評価が何なのか、事後評価がどうなのかとか、そういうことで見

るのだと思うのです。これだと、わかっている人だとわかるのです。わからない人にはわ
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からない。そんな感じになると思います。これはお願いです。 

○中山課長補佐 ありがとうございます。 

○田辺委員 そうですね。私も、この期に及んで、えっというのが１つだけありまして、

この政策の１、２、３、４から始まって、23に並べるときの法則はあるのですか。例えば、

何とか室になったときは何とかとか、あと、統括官から外れると何とかとか、その一般規

則を言っていただければ少しわかるのですが、これはどうなっているのでしたか。 

○中山課長補佐 基本的な考え方としましては、建制順で並べておりますので、大臣官房

になったものですと、もっと上にあったものが下のほうに移動したりということもあるの

ですけれども、それが基本になっておりまして、一部に沖縄の政策などですと、近いもの

を今回で言うとまとめましたので、同じようなグループとして体系づけているものについ

ては、一部例外があるという形です。 

○横田課長 他の省庁ですと、局や課の並び方の順番はそれはそれであるのですけれども、

この省として目指すべきものはこのような目標だという項目がありまして、その並び順が

あって、その政策や施策を支える仕事を、いろいろな局や課が担当しているという形です。  

 一方、内閣府の場合、多種多様な仕事を抱えているという事情があり、それぞれの局で、

あるいは政策統括官で抱えている仕事のベクトルがかなり違う方向を向いているというこ

とでございますので、それを全部束ねて何か目標があるというわけでもありません。とな

ると、やはり組織単位が一番良い形でまとまっていますから、その関係から組織の並び順

で並べているというのが現実でございます。 

○田辺委員 わかりました。 

 お伺いしたかったことのまず１つは、27年度のところのを幾つか前倒ししたとかいうの

は、28年度のところで、恐らくスリム化法の影響だと思いますけれども、なくなってしま

うというので前倒しで、この段階でやっておこうということは理解いたします。 

 それから、組織改編と補正に年度途中で変わった等々に関しては、それも改善の中でや

っていくのだろうなというところは理解いたします。 

 あと、今までの議論の中で出てきたものかもしれませんけれども、毎年やってもしよう

がないというものが幾つかあって、一つは、見ていればいいというモニタリングに持って

いくものと、あともう一つは、いわゆる総合評価方式で、恐らく評価という体系ではなく、

こちらの何とかかんとか基本計画が上にあるのだろうと思いますけれども、それの終了時

点にはどうせ統括して見てみる、まとめるという作業がされると思いますので、それに合

わせる形で総合評価に持っていくというのは、私は非常にナチュラルな回答かなと思って

おります。 

 租特の28年度のものですけれども、これは捕捉できるのですか。いわゆる法人単位でま

とめるというのはあれなのですが、NPOもこれの対象で、要するに、国税庁からデータがが

っちゃんこされて、これで戻ってくることになっているのでしたか。 

 何が言いたいかというと、事前の紙は書けるわけですね。つまり、このNPOの特例でどの
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くらい減免されて、それプラスの効果みたいなところの事前分析は書けると思うのですけ

れども、それをやった後に、事後チェックは同じ単位で特区に関しては入ってくると思う

ので、そのデータが戻ってくるのかなというのがすごく、私自身ちょっと不勉強なので。 

○横田課長 基本的には、租税特別措置は、期限がついていて、２年、３年となっていま

すので、その更新時期に合わせて政策評価が通常行われています。ただ、期限が設けられ

ていなくて恒常的に措置されているものについては、見直す機会がないものですから、総

務省のガイドラインで３年から５年以内の、一定の期間内でチェックをしてくださいとな

っております。今回、28年度に計画しておりますものは、それでございます。恒常的に措

置されておりますので、廃止とか見直しというような状況にはないのですけれども、やは

り措置を認めていただいている以上は定期的に見直していこうということで定期的に、５

年ごとに見直していこうと考えておりますので、そのタイミングとして取り上げたという

のが今回の28年度の内容でございます。 

○田辺委員 何が言いたいかというと、要するに、国税でまとめて、そのデータが戻って

くれば一発ですから、全然使われていないねとか、使っているのは上位５社だけねとか。

NPOもそれは戻ってくるのかなというのを知らなかったものですから。 

○中山課長補佐 租特透明化法に基づく適用実態調査の結果には数字として含まれており

ます。 

○田辺委員 ということは、そのデータが戻ってくる。 

○中山課長補佐 利用することは可能です。 

○田辺委員 わかりました。 

○中山課長補佐 それから、独自でNPOに対してのアンケート調査などもやっておりますの

で、そちらのほうの結果も、使えるものは使っていくという形になると思います。 

○田辺委員 わかりました。 

 ちなみに、結構使われているものなのですか。かなり昔から議論になる問題だったから。  

○中山課長補佐 まず、NPO等に対する寄附金の損金算入の特例につきましては、租特透明

化法に基づく適用実態調査結果、こちらは平成26年２月の時点の結果なのですけれども、

そちらですと、適用件数は１万3,000法人以上ですとか、適用総額は103億円とかという数

字が出ております。 

○田辺委員 それだったらきちんと分析して、どうなっているかというのはできますね。

ありがとうございます。 

○南島委員 基本的な質問で恐縮ですが、目標管理型実績評価とモニタリングの活用とい

うのが一致していないということですけれども、これはどのように説明をされていますか。

実績評価方式（目標管理型）とモニタリングの活用のある、ないの部分です。どのように

説明されているか、教えていただければと思います。 

○中山課長補佐 まず、実績評価方式の目標管理型の中でモニタリングを活用しているも

のに○をつけたというのが資料３－３の表となります。ですので、○がついていないもの
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については、モニタリングを活用していないということなので、毎年度評価を行っている

という形です。 

○田辺委員 これは書き方が悪いので、モニタリングの活用というのは、毎年はやりませ

んよということを意味しているので、そう書いたほうがわかりやすいのではないですか。 

○中山課長補佐 失礼しました。 

○南島委員 もう一つは、後から触れていただけるのかどうかわかりませんけれども、子

ども・若者育成支援推進大綱の総点検が評価書として上がっている。総合評価方式なのだ

ということだと思いますけれども、中身を先ほどから気になったのでぱらぱらと見ており

ますと、特にこれまでの反省点というのはさらりと書いてあるだけで、あとはこうすべき

だというふうに、次へ向けてのアクションの話が大半を占めていらっしゃるように思うの

ですが、１つは、これが評価ですよと言っていいのかどうか。総合評価としてこれでいい

ということなのか、ちょっと疑問には思って見ていたのですけれども、どうなのでしょう

か。 

○中山課長補佐 総合評価につきましては、実は前回やったというのがもう何年か前の話

になりまして、最近この方式での評価をやっていないもので、課内でもどのようにやろう

かということは、前の例も見ながら検討してきたところではございます。割と一つの分野

ではあるものの、かなり広範な施策を含んだ大綱ですとか基本計画というのを総合評価方

式の対象としておりまして、それをどのように評価していくかというところで、そこの大

綱の中に含まれているものを全て一つ一つとなりますと、かなりの量になるかというとこ

ろがありまして、その中で評価書にどのように書いていくかということで、ちょっと悩ん

だところではあるのです。 

 子ども・若者の話でございますと、点検・評価会議でまとめられた報告書を後ろのほう

に資料としてつけておりますけれども、そちらのほうで、かなりそれぞれの施策ごとに、

こういう課題が見られてといったことまで評価されておりますので、そちらに適宜譲りつ

つ、内閣府として取り組んだ部分というのは、もちろん今回、内閣府としての評価なので、

評価書のほうには、そちらについては少なくとも書いたほうがいいのかなというところも

ございまして、分野別の評価のところに、それぞれ内閣府の取組などを中心に書かせてい

ただいているところでございます。 

○南島委員 心配には及ばないのかもしれませんけれども、一応、ちょっと気になる点を

申し上げておきますと、実績評価方式（目標管理型）については、今、全部、総務省さん

のほうでいろいろと、この中に入らないのではないか、もうちょっと整理したほうがいい

のではないかという議論をされていらっしゃる。まだ続くと承知しています。その中で、

重点化ということで総合評価方式に持っていく。ここまではいいと思うのですけれども、

そうすると、例えば先ほどの点検・評価会議ですか。こちらで議論される子ども・若者育

成支援推進点検・評価会議、こういうところで審議されたものは、従来も似たようなこと

はたくさんされているわけですね。従来は評価法下での活動としては把握していなかった
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し、特にそこを評価法下で管理するという姿勢も持っていなかったかと思うのですけれど

も、総合評価ということになったので、これでもいいのではないかとなってきたと思うの

です。ところが、評価法のもとでというと、評価書の様式が法律の10条に書かれているの

で、それと比べると大分逸脱したような感じにも見えるのです。 

 それは内閣府さんで決めればいいことであるとは思いますけれども、最低限、総合評価

方式として、評価法上の評価として示しますよということですと、これこそまさに基本計

画マターだと思いますけれども、評価の手法とか、やり方とか、ミニマム記載項目ですと

か、そういうものがあってもいいのかなと。 

 何を言っているかといいますと、例えばこういうものをつけるときには、何か１枚紙か

２枚紙を頭にくっつけて、法律上の要件に関してはこのように見ますよという説明書きの

ようなものがあって、これがくっついているということだったら、それはそれでいいのか

なとも思いますけれども、悩まれていたということなので、ちょうど施策の枠組みや評価

方式をどうするかということが、ここ一、二年でがちゃがちゃと入れかわっているところ

ではありますので、少し、ひょっとしたら検討されたほうがいいタイミングなのかもしれ

ないなと思いました。総合評価方式をどう見るのか、管理するのかですね。１つ、宿題と

してあり得るかなとは思います。 

○中山課長補佐 そういう意味では、今回、部局に作成をお願いするのに当たりまして、

様式をどうするかということがまず１つ課題として上がるのですけれども、総合評価につ

いては、各省の統一した様式が示されていないということがありますので、基本的にはう

ちの中で過去にやっていたものをベースとしながらも、そこでどういう項目にするかとい

うのを今回も改めて検討しまして、先ほど御指摘いただいた法律の10条のところというの

は、基本的には全てを含まないといけないということになっているので、含む形にするこ

とをまずは考えております。項目名の後に法 10条１項１号とかいう表現をつけさせていた

だいたのは、そういうところもあって、括弧書きでつけさせていただいているところがご

ざいます。 

 そういう意味で、法律の文言と一字一句ではないところもあるかもしれないのですけれ

ども、一応、含むべきものは含むようにしたつもりではあったのが今回なのです。 

○南島委員 そうすると、子ども・若者育成支援推進点検・評価会議の中に、その第何条

該当ということが書かれているのですか。 

○中山課長補佐 書いているわけではなく、申しわけありません、この総合評価書のほう

です。 

○横田課長 報告書の前に総合評価書を添付させていただいます。 

○南島委員 失礼しました。これを見ていませんでした。なるほど。そうしたら、そうで

すね。こういうことが言いたかったのです。済みません。ありがとうございます。これを

つけて、それでレポートをつけて、出されるということですね。 

○中山課長補佐 はい。公表のほうは、要旨と評価書、あとは別添資料という形で公表す
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る予定です。 

○南島委員 これでいいと思います。ありがとうございます。 

○横田課長 他省庁で行っているような総合評価書も参考にさせていただきながら、この

ような形にしております。 

○南島委員 そうですね。 

○横田課長 あと、わかりやすいように、その総合評価書の前に要旨という形で表をつけ

ておりまして、これで全体像を眺めることができます。子ども・若者育成支援の評価の概

要に関しては、この全体像でごらんいただいて、詳細については後ろの様式に記載すると

いう形になっております。 

○南島委員 そうしますと、基本計画のほうにはそこまでは書かれていなくて、直接法律

に基づいて総合評価方式でやっていますよという形にされているということですね。様式

等については、基本計画のほうには特に盛り込まれていないということなのですね。 

○中山課長補佐 はい。 

○山谷座長 聞き漏らしたので、もう一回教えてほしいのですけれども、資料１のところ

で、いろいろ統合になっているところがありますね。27年、27年の改定、それから28年と

いう中で、この統合になっているというのは、随分いろいろあるのですけれども、27年の

改定ですかね。これはどういう理屈でしたか。 

○中山課長補佐 １枚目で申し上げますと、現行のほうで政策４「経済財政政策の推進」

の中の⑧から⑩をまとめたところにつきましては、もともとこの３つの施策に関しては、

分析の対象としているところがちょっと違ったものを、１つ目ですと国内全体の話で、２

つ目ですと地域の話、３つ目ですと海外を見ているという、その違いはあれども、測定指

標も同じような形で、報道の状況ですとかインターネットのアクセス数などを使っていま

したので、こちらはわざわざ分けて評価をするのがいいのかというところもございました

ので、「内外の経済動向の分析」という形でまとめて評価をさせていただきたいと。 

○山谷座長 わかりました。 

 そのお話で言えば、例えば、政策５の「地域活性化の推進」も３つありますね。地域再

生計画の認定とか、交付金とか、これも多分統合で、おっしゃるとおりですね。同じよう

な話でいける。 

 政策12の沖縄は５つあるわけですけれども、例えば③の社会資本等の整備などだと、水

道を引っ張ったり、道路をつくったりするという話ですね。個別の事業で見ればその話な

のだけれども、それを上に統合してしまう。沖縄政策の推進という形で統合した場合の理

屈はどうつけられますか。 

○横田課長 そこは、ほかのところもそうなのですけれども、どのような政策目的、施策

目的で事業を行っているかというところがベースにあると思っておりまして、例えば、先

ほどの地域活性化の話ですと、これまでは、個別事業で補助金を交付しますという事業を

３つ並べていた。だけれども、そもそもその補助金は何のために交付するのかと考えると、
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目的として、地域の経済が好循環するようにということであれば目的も同じであろうとい

うことで、束ねたというものもあります。 

 沖縄に関しても同じように、何でインフラを整備しているかというと、沖縄における暮

らし、あるいは経済社会活動をいかに向上させるかという上位目標が同じですので、同じ

目標に向かっているということで束ねたということです。 

○山谷座長 そうすると、先ほど田辺先生が質問された話に絡めて質問すると、つまり、

内閣府が沖縄というものを持っていない場合は、そういう話にはならないですね。例えば

厚生労働省水道とか、国土交通省道路とか、そのようにばらけていくという理解ですね。 

○横田課長 そうなってしまいますね。 

○山谷座長 そうなのですね。それは逆に言えば、内閣府が沖縄を所管しているので統合

という形にする。 

○横田課長 統合していることのほか、沖縄の振興をトータルに進めていかなければなら

ないという中で、いろいろな施策ツールを持っています。 

○山谷座長 それは何年かしたら総合評価方式でやるということですか。 

○横田課長 はい。 

○山谷座長 そうすると、先ほどの南島さんの質問みたいなことで、こういう感じでやる。  

○横田課長 例えば、この事業はこんな効果を生み出してうまくいったとか、あるいはな

かなか進展しなかったとか、そのようなところを分析していただいて、それで、どういう

ツールを使ってそれを次の計画期間で達成していくか、改善していくかということを考え

ていただこうかと思っております。 

○山谷座長 わかりました。 

 しつこくて申しわけないのですけれども、その場合に、例えば国交省とか厚労省の水道

事業とか道路事業、あちらはあちらで事業評価みたいなものをやっているのですか。 

○横田課長 公共事業でございますけれども、新規事業の採択時に評価をやって、一定期

間経過してから再評価をやって、事後評価を行っています。公共事業に関しては特にフル

でやっております。 

○山谷座長 わかりました。ありがとうございます。 

 それでは、ただいまの議題１、２、３ですが、また何か御質問があったら、後からお願

いいたします。 

 続きまして、議題４に入りたいと思います。議題４「平成26年度内閣府本府政策評価（事

後評価）（案）等について」でございます。 

 事務局から御説明をお願いします。 

○中山課長補佐 平成26年度内閣府本府政策評価（事後評価）の案と、平成27年度内閣府

本府政策評価（事後評価）の案についてという形で議題４を設定させていただいておりま

す。本日、議題が多く、時間の関係もございますので、こちらについては簡潔に、評価結

果のみ御説明をさせていただければと思います。 
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 まず、資料５－１をごらんください。平成 26年度実施施策に係る事後評価書につきまし

ては、昨年夏に御議論いただいた後、公表をしておりますけれども、その際に測定指標が

集計中のために暫定的な評価としておりました地方創生の関係の４施策について、確定し

た実績値を用いて今回、評価を行っております。 

 １つ目の「地域再生計画の認定等」につきましては、昨年夏の段階では、測定指標の１

つ目の「地域再生計画の認定件数」のみが判明しておりまして、その際には暫定的に「相

当程度進展あり」ということを評価結果として一旦公表はしておりましたが、今回、測定

指標２の「計画期間が終了した地方公共団体に対する調査で、『目標を上回っている』『目

標どおり』とした計画の割合」の実績値が出ましたので、そちらの実績値も踏まえ、評価

をし直したところ、判定としては変わらず「相当程度進展あり」としております。 

 続きまして、２枚目になりますけれども「地域再生支援利子補給金の支給」につきまし

ては、測定指標のデータを集計中としておりましたが、今回、実績値が入りまして、目標

値が達成されなかったことから「相当程度進展あり」という評価をしております。 

 続きまして、その裏のページになりますが「特定地域再生計画の推進」につきましても、

今回、実績値が入りまして、目標値が達成されたことから「目標達成」という判定として

おります。 

 その次のページ「総合特区の推進」につきましては、測定指標の実績値が昨年夏と同じ

数値で確定したということから、判定も変わらず「相当程度進展あり」という結果として

おります。 

 その次の「子供・若者育成支援の総合的推進」について、先ほどちょっとお話が出まし

たけれども、こちらについては、総合評価方式にて評価を実施いたしました。要旨として

１枚の横向きの紙にポイントをまとめておりますが、３つの分野に分けて評価を行いまし

て、計画全体としては、大綱に基づく各般の施策が推進され、一定の成果を上げたという

ことと評価されております。 

 こちらについては、先ほども話が出ましたが、点検・評価会議の総点検の報告書を別添

資料としてつけております。 

 次に、資料５－２となりますが、平成27年度内閣府本府政策評価、事後評価の案につい

て説明をいたします。先ほどの議題の際にも説明をさせていただきましたが、28年度より

幾つかの事務が他省等に移管されることを踏まえまして、関係する施策の評価時期を前倒

しして評価を実施いたしました。 

 まず１枚目「競争の導入による公共サービスの改革の推進（公共サービス改革基本方針

含む）」については、重点化を導入しておりまして、もともと平成29年８月に評価を実施

する予定でしたが、今般、前倒ししたために、新たに27年度の目標値を設定し、評価を行

いました。測定指標２つとも目標値が達成されたということで、「目標達成」と判定をし

ております。 

 続きまして、２枚目になりますが「食育の総合的推進」について、こちらももともと重
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点化を導入しておりまして、今年の８月に評価を実施する予定でしたが、今般、入手可能

なデータを用いて評価を行いました。測定指標３つとも目標達成がされていないというこ

とで、「進展が大きくない」という判定をしております。 

 「自殺対策の総合的推進」が２枚めくっていただいた裏側にあるのですけれども、こち

らについては、27年度当初の予定としては、総合評価方式で29年に評価を実施する予定だ

ったのですけれども、今回、前倒しということで、大綱の目標期間の途中でもあることか

ら、実績評価方式にて評価を行いました。新たに設定した測定指標は２つとも目標が達成

されたため、「目標達成」という判定にしております。 

 次に、また１枚めくっていただきまして、裏側になるのですけれども、こちらが最後に

なりますが「犯罪被害者等施策の総合的推進」については、総合評価方式にて評価を行い

ました。こちらは４つの分野に分けて評価を行いまして、計画全体としては、基本計画に

盛り込まれた施策は着実に推進が図られ、一定の成果は上げたと評価されております。 

 こちらについては、昨年11月に開催されました「犯罪被害者等施策推進会議」において

実施状況の評価が決定されておりますので、そちらを別添資料ということで後ろにつけて

おります。 

 議題４に関する説明は以上となります。 

○山谷座長 ありがとうございます。 

 それでは、コメント、御質問をお願いいたします。 

○田辺委員 ３点ほど。 

 １つは、26年度の２枚目「地域活性化の推進」で「地域再生支援利子補給金の支給」と

いうところは、未達で「相当程度進展あり」となっていますね。他方、27年度の食育のと

ころは、測定指標が３つあって、全部未達成で「進展が大きくない」となっていまして、

この差は何なのかなということです。つまり、26年度の一番前の「地域活性化の推進」だ

と２つ指標があって、１つは達成で、１つは未達成だから「相当程度進展あり」みたいな

形になっていて、「目標達成」というものは全部クリアしているということなのですね。 

 何が言いたいかというと、１つしか測定指標がなくて、それが達成できていなかったら

全滅といえば全滅ですね。そこの区分はどういう考え方なのか。それとも、裁量に基づい

て、指標は全滅にはなっているけれども、ここの部分はよくできた部分もあるからという

形で上げているのかどうかというところをお伺いしたいのが１点目です。 

 それから、ついでにまとめて言ってしまいますけれども、子ども・若者育成支援推進大

綱の総点検のところは、点検の報告書を切り張りとは言いませんけれども、フォーマット

を流す形で、総合評価書という形でつくっているのです。ただ、余り悪口は言いたくない

のですが、こちらの総点検の報告書を見ると、ほとんどが、何とかかんとかが必要である

とか、何とかしなくてはいけないだらけであって、総括ではないではないかと。要するに、

意見を言いたい人が意見を言っているだけではないかというのがあって、もうちょっとエ

ビデンスベースドな議論をやってくれないと困るぞと。あとで削除して構いませんけれど
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も、そういうことが言いたいなというのが２点目。 

 ３点目は、犯罪被害のところなのですが、私は、犯罪被害のほうは、ほぼ同じものを警

察庁のほうで見たのです。ただ、犯罪被害者の総合推進のところは法務省とか地方自治体

等も含むものがありますので、それでこの紙ができているのだろうとは思うのですが、そ

れがどこなのか。逆に言うと、警察の評価の紙のほうが、あり体に言うとできがよくて、

犯罪被害のところで何をやったというのと、犯罪被害支援の給付金のところをどういう形

で配ったとか、数字が全部出ているものですから。あと、アンケート等をとって、被害者

のところで何がだめで、どのようにありがたがられたり、ありがたがられていなかったみ

たいなことが書いてあるのですが、それと比較してこれを読むと、数字が余り、エビデン

スがそろっていないというのが１つ。 

 あと、法務とかがやっているのは何か情報として入っているのかなというのがわかりま

せんで、例えば犯罪被害支援だと、恐らく検察に行って、裁判所に行ったときは警察は手

を引きますから、法務省のほうの所管になっているのだろうとは思うのですが、それはど

こに記載が。どういうことが行われて、どのようになっているのという記載がほぼ見当た

らないので、内閣府の全体の犯罪被害対策のところで、情報としてはちょっと不十分かな

という感じがしたところであります。これも後で削除して構いません。 

○横田課長 まず１つ目の判断のところでございますが、地域活性化のほうに関しまして

は、もちろん数字的に未達成でございますけれども、それなりの数字は達成しているとい

う判断で「相当程度進展あり」としたところでございます。 

 一方、食育のほうも、確かに達成比率から見ると似たようなものではないかという御指

摘があると思いますが、逆に、このようなところが達成していないという情報が少し多過

ぎたところがあるかもしれません。むしろ細かく把握しているがゆえに、まだ足りないと

ころがいろいろとあるということを把握できてしまったがゆえに「進展が大きくない」と

なったというところがあるというのは、確かに１つ言えるところでございます。 

 ２点目でございますが、御指摘のとおり、やはりエビデンスベースドで評価すべきとい

うことは、そのとおりでございまして、例えばいろいろな施策を実施したときに、何件行

ったとか、何件開催とか、あるいは何人来たとか、いろいろな数字的なものをできる限り

盛り込んでくださいと我々も担当課にはお願いしているところでございますが、なかなか

先生方の目から見ますとまだ不十分なところもございますので、今後、そんなところに気

をつけて評価書をつくっていきたいと思っております。 

 ３点目のほかの省庁の施策の部分でございますが、内閣府の業務の宿命と言ったら変な

のですけれども、実際上の個別の事業部分を担っているのは各省であって、それをまとめ

るのが内閣府の役目になっていますので、ほかの省庁の部分の事業についてまで全部含め

て評価できるかというと、正直、なかなか難しいところがございます。 

 例えば犯罪被害者のペーパーにしましても、その中で、例えば内閣府として行っている

ものはこんなものがありますということに焦点を当てて作成しているところがあります。
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確かに他省庁の事業に対する評価が入っていなくて、そちらのほうがこのようにしっかり

やっているではないかというところと比較されますと、正直、耳が痛いところはございま

す。 

 しかし各省庁の業務、事業を全部含めて評価するのも、そこはなかなか、難しいところ

もございますので、内閣府として行った事業について評価をさせていただいたというとこ

ろでございます。 

 ゆえに、犯罪被害者のペーパーでございますと、例えば分野１で、③に、施策の検討や

見舞金制度の導入促進という内閣府としての仕事を書いて、それに対しての評価を行って

おります。 

 同じように、分野２であれば、⑧のところで、例えば自治体職員研修が、この分野２に

含まれる内閣府の業務でありましたり、あるいは分野３ですと⑬、分野４ですと⑱で、内

閣府として取り組ませていただいています業務に限定する形になっておりますが、それを

ベースにして評価させていただいているというところでございます。 

○中山課長補佐 １点だけ、最初の部分について、考え方のルールについて補足をさせて

いただきますと、本日、参考資料３としてお配りしております「目標管理型の政策評価の

実施に関するガイドライン」がございまして、そちらの後ろのほうに「＜別紙２の様式の

記入要領＞」というものがございます。そちらの２ページ目の一番下のあたりから、基本

的にこの「（各行政機関共通区分の）」の欄でどういう判定結果を書くかというところの

一応のルールの基準が示されておりまして、３ページ目のほうに具体的には書いてあるの

ですけれども、③と④が「相当程度進展あり」と「進展が大きくない」というところにな

っているのですが、目標が達成されなかったというときに、測定指標がおおむね目標に近

い実績を示すですとか、現行の取組を継続した場合、相当な期間を要さずに目標達成が可

能であると考えられるものについては、相当程度進展ありという判定とするとされており

ますので、地域再生の関係のものですと、これに該当するという形で「相当程度進展あり」

という評価としまして、食育のほうに関しては、そこまで言うことができないので、その

下の「進展が大きくない」という評価結果になっている。各省共通のルールとしては、こ

ういうものもございます。 

○横田課長 その谷間に落ちてしまうような形ですね。確かに指標が１つの場合、達成し

ていないけれども、それなりに頑張っていたら、③の「相当程度進展あり」に区分されま

すし、例えば３つのうち１つは頑張りました、ただ２つがそうではないというときには、

多数決になると多分④の「進展が大きくない」のほうになってしまいます。本来、指標は

バリエーションがあったほうが望ましい評価の形ではあるはずなのですけれども、逆に、

豊富であるがゆえに詳細に見ることができ、結局、その数によって、③と④のどちらに入

るかというときに、④のほうに落ちてしまうというような状況になってしまったというこ

とでございます。 

○田辺委員 わかりました。 
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○山谷座長 私のほうから１点。これもまた田辺先生の御質問に関連するのですけれども、

資料５－２の犯罪被害者のところで、総合評価書に出てくる１、２、３、４、５、６、７、

８で関連予算の額ですね。これは内閣府の予算で、犯罪被害者の救済とか何かをやってい

るほかの省庁の予算はここには入らないということですね。 

○横田課長 資料５－１の子ども・若者育成支援の方であれば、内閣府予算と全体予算の

違いがわかるように、わかりやすいように内閣府の予算だけ四角の枠から外して書かせて

いただいて、確かに誤解を生むだろうと思ってこういう工夫をしておいたのですが、犯罪

被害者の方はそこまで手が回らずに、そこが漏れておりました。 

○山谷座長 そうすると、非常に初歩的な質問で申しわけないですけれども、今のお話で

いくと、例えば、先ほどの沖縄が三千何百億円やっているというのは、あれは内閣府予算

ではないですね。 

○横田課長 あれは内閣府で一括計上している予算ですよね。 

○山谷座長 今、横田課長がおっしゃったように、ほかの省庁のほうは込み込みで 3,700

億円、こういう理解でよろしいですか。 

○横田課長 農水であろうと、国交であろうが、全部入っています。 

○山谷座長 予算要求されるのは内閣府で、財務省がオーケーを出して、それはまた各省

にやっていくと。 

○中山課長補佐 移しかえをして、執行は各省というものです。 

○山谷座長 その理屈ですね。そうすると、今の犯罪のとはちょっと違うわけですね。 

○中山課長補佐 ほかのものとは性質がちょっと違うものですね。 

○山谷座長 わかりました。ありがとうございます。 

 まだまだいっぱい勉強しないとだめですね。 

○田辺委員 評価書の中の話なのかどうかはわかりませんけれどもね。 

○横田課長 ただ、どれくらいの予算規模で、どんな仕事をしているかというのは、確か

に大事だと思います。 

○田辺委員 平仄を合わせておいたほうがいい。 

○横田課長 そこは見やすいように、わかりやすいように工夫していきたいと思います。 

○山谷座長 しかし、行政学は深いですね。 

○田辺委員 深いのではなくて、制度が複雑になっているだけですよ。何ということはな

い。 

○南島委員 ３点ほどございまして、全部コメントだと思っていただければと思いますが、

１つ目が、ルールに関することですが、賞勲局が総務省の指摘で外れたというお話でした

けれども、ほかにも何か。全体にかかわる話ですけれども、同じように外したほうがよさ

そうな施策とか、実績がちょっと出ないものとか、まだまだおありになるのだと思います

けれども、外から見たときに、こういうものを評価対象から外しますよというのがわかっ

たほうがいいかなと思います。 
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 何でここで言うかというと、やはりルールに関することなので、本当は基本計画に書い

ていただいたりしたほうがいいのかなと思うのです。要するに組織はある、施策はある、

予算はあるけれども、評価対象から外すという種類のものはこうですよというのは、基本

計画なのか、実施計画なのか、そちら側で外していただくようにしたほうがいいように思

いました。コメントです。 

 ２つ目が、同じくルールに関することですけれども、先ほどの様式もやはり基本計画に

のせたほうがいいのかなと思いながら伺っておりましたが、これは御検討くださいという

ことにしておいてもいいと思います。 

 それ以外に、例えば行政事業レビューに関して、先ほど御紹介いただいた評価書、資料

５－１の26年度実施施策に関する評価書の３ページ目か４ページ目にあります地域活性化、

そこはちゃんと行政事業レビューの公開プロセスでどうだったということが書かれていま

す。これは非常にありがたいといいますか、いいことだなと。その評価をどうするかとい

うところまで書いていただく必要は別にないのですが、そういう指摘があった、課題とし

て認識している、あるいは解決していかなければいけない。こういうことを何らかこちら

の評価書に書いていただくのは大事なことだと思います。 

 基本計画のほうを見ますと、これは３ページ目に「他の評価スキームとの連携」という

ところで原則的に触れられている程度なのですが、１つ気になるのは、徹底しているのか

なというところが気になるところです。できればこれは記載していただいたほうが、多分、

政策評価広報課のほうからも見えにくい、よくわからない、どうなったのだろうみたいに

思われる部分かと思いますので、書くなら書くで徹底していただいてもいいところかなと

いう気がいたします。 

 同じく、ルール関係でもう一つだけ、自殺対策です。これは実は気になっているのです

けれども、実績評価に切りかえられたと。ひょっとすると、厚労省に移管されるというこ

とで、内閣府で余り突っ込んだ論点まで書き込んでしまうと厚労省の所管を拘束するおそ

れもあるということで遠慮されたのかなという気がしないでもないです。本来であれば、

200億の緊急予算を使って補正で入れていって、それを一般予算化していって、かつ、それ

以外に広報予算もいろいろとついて活動されてきたということで、内閣府においてどうだ

ったのかという総括は、厚生労働省に移管するに当たって総括的な評価を本来はするべき

なのかなと思うのですけれども、それが実績評価になったということで、これはどういう

取り扱いにしていったほうがいいのかというのは、論点としてあるかと思います。 

 要するに、所管から外れていくもの、あるいは評価対象から外していくものの取り扱い

です。そういうのを御検討いただいてもいい論点ではないかと思いました。 

 最後に３つ目、原理原則論ですが、田辺先生がおっしゃいましたけれども、エビデンス

ベースド、データドリブン、参議院の決議もありますので、本来は、やりましょうという

のではなくて、もうちょっと追求してくださいと、もうちょっとトーンが上がった形にな

っているかと思います。そこをもう少し大事にしていただけないかなというのは、物によ
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ってはございます。 

 その中でということですけれども、先ほど総合調整の話題がありましたが、各省の事業

についてまではつけかえなので評価できないのではないかとおっしゃっていました。確か

にそうだと思いますが、他方で、だからこそ総合調整に置かれているということもあるか

と思いますので、大綱でホチキスどめするのが総合調整なのだという理解の仕方も一方で

あるかと思いますが、本来は評価のほうでも総合調整的な評価といいますか、全体を見て

どうだったのだということを議論するのは割と、大綱などをつくるときよりも、予算の議

論をするときはよほど自由にできるはずですので、やってくださいという話ではありませ

んが、できればもう少し追及をしていただく心構えでお願いしたいなと、感想として思い

ましたということです。 

 以上です。 

○山谷座長 ありがとうございます。 

○横田課長 幾つか論点をいただきましたが、まず、どのようなものを評価の対象から外

したかに関しましてですが、前回の夏の懇談会でお話しいただいたとき、栄典、賞勲関係

の件と、あとは迎賓館の件と２つありましたが、今回、迎賓館は評価対象として残してお

ります。なぜかと申しますと、資料３－２の 53ページをごらんいただきたいと思います。

前回の懇談会でお話ししたときにはそのとおりと私どもも思っておりましたが、しかし迎

賓館について施策の方向性の大きな転換がありましたので、これはあえて残させていただ

きました。 

 と申しますのが、赤坂及び京都の両迎賓館につきまして、従来は外国の賓客の方の接遇

にのみ使っていたというところがあって、一般公開というのは非常に限定的に行ってきた

わけでございますが、やはり我が国の貴重な財産、建造物あるいは調度品につきまして、

国民あるいは外国のお客様、観光客の方にも見ていただこうということで、大胆に開放し

ていこうという方向性が新たに示されました。外国人誘客、観光立国の推進に寄与すると

いうことでの施策の方向性が出されまして、内閣府の迎賓館だけではなくて京都の御所も

含め、あるいはいろいろな公園施設関係もそうなってくるわけでございますが、大胆に開

放していこうということになりましたものですから、となりますと、逆に目標管理型が適

切になってしまう、目標を追いかけていけることになります。もっと言えば、そういうも

のできちんと評価していくべきものに転換したものですから、夏の段階では外そうかとい

う議論をしていたのですけれども、迎賓館については、その施策の転換があったものです

から、この53ページのところで、まだ目標数値を作り切れていないのですが、年間の参観

者数というのを、目標として持っていこうと考えております。 

 ちなみに、赤坂のほうでは試験的な公開を行いまして、建物だけであれば２万8,000人、

前庭を含めると７万6,000人の方がいらっしゃったものですから、従来は年間定期的に、限

定的に公開して３万3,000人の方にごらんいただくのが限度だったのですけれども、それを

大胆に開放しますので、それを考えますと、このような試験公開の実績も踏まえて、一定
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程度の目標を持って取り組んでいきたいということがありますので、迎賓館については今

回あえて残したというところでございます。 

 一方、御指摘を踏まえて、定常的に続く事業についてはどうしようかと考えてて、そう

いうものについては、モニタリングであったり、あるいは目標管理型から外すという形で

進めることを考えているところでございます。それがまず１点目でございます。 

 あと、基本計画について書くべきとのお話でございますが、どの施策を取り上げるかに

ついては、基本計画の一番最後に体系図をつけさせていただきますので、それでわかるこ

とになります。あとどこまで入れ込むかについては、いろいろとまた検討して、議論して、

進めていきたいと考えております。 

 あとは、行政事業レビューとの関係でございますけれども、指摘を受けたら書いていた

だくような形で、書いていただいている例もございますので、指摘で取り上げられたもの

については、注記という形ではありませんけれども、いわゆる評価のいろいろな場面で、

このような指摘もあったということは書いていただいて、それを含めて全体の政策評価と

してどうなのだということを各担当課に考えてもらうということで取り組んでいきたいと

考えております。 

○山谷座長 よろしいですか。 

 ちょっと時間がオーバーぎみなので、最後に５番目の議題でございますけれども「今後

の予定等」について、お願いいたします。 

○中山課長補佐 それでは、今後の内閣府本府政策評価のスケジュールを御説明いたしま

す。資料６、横向きのものなのですけれども、ごらんください。 

 本日、御議論いただきました平成27年度実施計画（改定案）、平成28年度実施計画、第

５次基本計画（改定案）、それから資料５の関係の政策評価書につきましては、速やかに

府内の決裁をとりまして、公表する方向で準備を進めていきたいと考えております。 

 また、平成27年度実施施策に係る政策評価（事後評価）に関しましては、８月ごろにま

た御審議いただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○山谷座長 ありがとうございます。 

 今も御案内がありましたように、次回の懇談会は、平成 27年度内閣府本府政策評価（事

後評価）（案）を主な議題として、８月ごろに開催したいと思います。 

 それでは、以上をもちまして、第24回「内閣府本府政策評価有識者懇談会」を終了いた

します。本日はお忙しいところ、どうもありがとうございました。 


